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[内容要旨] 
 

我が国の設備投資が増加している背景には、設備の更新時期が到来しているというだけでなく、

省人・省力化投資としてロボット等の新技術の導入が活発化していることがある。その背景には、

労働力不足が深刻化していることはもちろん、新技術導入が生産性向上に大きく寄与し、経営革

新に資するとの期待感が強い。 

かつて 1980年代に問題となったＭＥ化の進展も、当初は世界的な論調のもとに雇用労働へのマ

イナスの影響が強く意識された。我が国の場合は、柔軟な職務編成や配置転換により大枠として

の雇用が保証されることから、欧米ほどの深刻な論議にはならず、むしろ産業構造転換を目指す

中で、新分野や新事業の創出によって雇用を生み出すというプラスの側面が強調されていた。 

今日の新技術の導入をめぐる議論も、ＭＥ化の進展当時に酷似したような展開を見せている感

がある。当初センセーショナルにアピールされた「ロボットが人間の雇用を奪う」といった議論

は、むしろ新技術の雇用創出への寄与、あるいは作業の効率化や負担軽減など「働き方改革」の

有力な手段といった面への関心が移ってきているように見える。 

 

第１部では、前年度までの調査研究を踏まえて、新技術導入の雇用労働に及ぼす影響に関する

論議の進展の状況を概観した。第 1章では、シンギュラリティの到来が雇用問題への危機感を煽

っていることに対し、現状における新技術の導入等の状況から見れば、労働力不足という経済環

境の変化もあって、まだ必ずしも深刻なものとはなっていないこと、雇用への影響もマイナス面

よりも新分野の開発や新事業の創出などプラス面に関心が集まってきていることを示した。しか

しながら、これまでの我が国の技術革新に関する経験と照らし合わせれば、技術の進歩の速度が

速いだけでなく、その活用普及の範囲も広範なものとなっており、それだけ影響の可能性がある

ことに留意すべきである。とりわけＡＩの活用は、サービス部門や事務管理作業などの雇用労働

に及ぼす影響が大きく、これら分野の動向について更に注視することが必要である。 

 

 こうした全体状況の中でも、現場においては、職務内容の変化やその再編成、求められる職業

能力の変化が進んできていることが事実である。第２章では、新技術の進展に伴い求められる一

般的な職業能力の方向を整理した上で、職務内容や職業能力の変化の実態について、第２部のヒ

アリング事例を参考にしながら、問題点等を整理した。 

製造部門では、労働者が担当する領域が上位の管理的な職務内容に移っていくため、専門性の

強化とより広い範囲の所掌が求められていくことが特徴であるが、その一方で、技術の未整備や

価格面での問題から機械が処理しない末端的な作業や補完的な作業の分野に労働者が携わってい

るような実態も多く見られた。このように、製造部門を見れば職務の高度化・管理労働化と同時

に職務範囲の拡大といった特徴が現れており着実に労働内容の変化は進んでいる。技術開発の遅

れにより、末端作業などすべての職務を代替できていないことや、力の加減を要するような微妙

な作業が残されていることなどまだ不完全な点を残すが、製造部門では直接的な作業は完全自動

化に向かっているといえよう。 

また、生産性向上の遅れたサービス部門等では、新技術が業務の合理化・効率化を促すことで、

職務編成そのものの見直しにつながっていく傾向も見られる。こうした動きは、銀行業界の例の
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ように、経営戦略として業務構造を抜本的に改編していくような大きな流れの中に位置付けられ

て急ピッチで進められる感がある。労働力減少の傾向が強まる中で、サービス部門等でも省人・

省力化への志向は強くなっており、そのため「人工知能（ＡＩ）」の活用によって機会による雇用

の代替が進む可能性も強い。 

 

このような中で、新技術の進展が円滑に進められるためには、労働の現場における労使の協議

が不可欠である。このことを考えるに当たっては、ＭＥ化の進展が問題となった我が国での経験

が参考になるであろう。このため、第３章では、1980年代におけるＭＥ化の進展当時の状況につ

いて、ＩＬＯによる世界的な動向の調査結果も踏まえ、とりわけ我が国の労使や政府がどう取り

組んできたかを整理した。 

我が国では、産業構造転換が大きな政策課題となった時期であることから、ME化は経済発展の

原動力といった受け止めが強かったが、労働組合からは雇用労働への影響に対する慎重な見方が

提起された。そうした中での労使のコンセンサス形成となった、電機労連の提唱したＭＥ化３原

則や更には政府によるＭＥ化５原則に至る経緯をまとめた（電機労連の提唱したＭＥ化３原則に

ついては、その策定に携わった小林良暢氏からのヒアリングを行い、巻末に参考資料として議事

録全文を所収している。）このような産業レベルでの議論からはじまり、ＭＥ化５原則という国全

体でのコンセンサス形成に至った経緯は、今日の状況においても示唆するところは大きいと考え

られる。 

 

第２部では、第１部の分析の前提となる企業等のヒアリング結果を取りまとめている。ここで

は、ロボットの導入の実態の事例、自動化や省力化の事例、ＡＩ活用や先進技術の試行事例等を

挙げている。 

第３部には、昨年度に引き続き、新技術の雇用に及ぼす影響に関係する内外文献について、収

集できたものをテーマによって分類し、その要点を整理した。 

 

 


